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（協議経過）

１ 次第 

（１）障がい福祉センター所長挨拶 

○障がい福祉センター所長 ７月２３日に足

立区地域自立支援協議会本会議が開催された。

６つの部会長から今後の進め方の説明があっ

た。今回はたらく部会開催が１回目というこ

とで、有意義な話し合いが出来ればと思う。 

（２）委嘱状授与 

 障がい福祉センター所長から部会長及び委

員へ委嘱状授与。 

（３）委員紹介 

部会長及び委員より自己紹介 

（４）事務局・オブザーバー紹介 

（５）自立支援協議会の見直しについて 

○事務局（地域生活支援担当係長） 足立区

の自立支援協議会は、平成２０年１０月に設

置された。障がい需要が高かった足立区は、

もともと様々なネットワーク会議体が存在し

ており、その既存の会議体を自立支援協議会

にも活用していた。そのため、「既存の会議

体のため、障がい者が地域で生活していく視

点が不十分」、「既存の会議体のため、専門

部会委員の『自立支援協議会としての専門部

会』という認識が薄く、会議体のみで完結し

ている」という課題があった。 

見直しでは、従来は障がい者施策に密接に

携わる機関、団体のみが集まっていたところ

を、民生児童委員、一般の地域幼稚園長・保

育園長などの参加を促し、広く地域の現況の

課題の洗い出しを図れるような体制づくりを

目指した。障がい者計画、障がい者・児福祉

計画の策定にあわせて改正し、その結果、専

門部会は、「くらし部会」、「はたらく部会」、

「こども部会」、「相談支援部会」、「権利

擁護部会」、「精神医療部会」６つの部会に

分けられた。 

年度当初、自立支援協議会本会議で決定さ

れた検討事項を、各専門部会で話し合い、年

度末の本会議にて報告し、さらに検討を加え

る。その報告書を委員長の筑波大学大学院の

小澤先生にとりまとめていただく。その後、

報告書は、事務局を所管する部長、福祉部、

衛生部、こども家庭部等に提出する、という

流れになる。 

 

２ 議事 

（１）部会長挨拶 

○橋本部会長 自立支援協議会の仕組みとし

て報告書を提出することになっている。日常

の支援の中で課題と感じていることを形とし

てあげることができる。忌憚のない話し合い

ができたら良いと考えている。 

（２）協議 

【本会議の報告及び本部会の方針について】 

○橋本部会長 本会議にて、提出資料をもと

に説明した。 

まず、はたらくことを考える背景を説明し

た。近年の権利条約の批准、障害者雇用促進

法の改正による精神障害者の雇用義務化によ

り、障がい者雇用は着実に進展していること

をお伝えした。 

ハローワークを中心として、就労支援セン

ターや就労支援施設等の連携が進み、就労移

行支援事業所等からの就職者は増加している。

平成１５年当初、施設から一般就労に移行す

る割合は１％程だったが、現在は９.３倍とな

っており、福祉から雇用への移行数が急増し

ている。雇用数が伸びている反面求職側と求

人側の理解不足によるミスマッチ、企業側の

理解が得られない等で支援者側が対応に苦慮

するといった課題を感じているところである。 

 就労支援においては、一般就労だけでなく、

福祉的就労の面からも捉えていく必要がある。

福祉的就労の平均工賃は段階的に上昇してい
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るものの、事業所毎の工賃の格差が課題であ

る。サービスを利用する障がい者やその家族

が、適切なサービスを選択できるように事業

所のサービス内容の公表が検討されている。 

こうした背景を踏まえると、地域において

就労支援を展開していくためには、地域資源

との密接な連携のもと、諸課題について、地

域レベルで考え、取り組んでいくことが方向

性として挙げられる。教育、福祉、雇用の連

携を多職種、多領域で行っていくことや、地

域特性に合った社会資源の活用や連携の仕組

みを進めていくことが重要である。 

 法整備や制度が充実して来た反面、サービ

スが先立ってしまっていないか、サービス中

心の画一的な支援になってはいないかという

危惧がある。社会生活ニーズに焦点をあてた

ソーシャルワークとしての就労支援について

地域レベルで再検討していく時期に来ている。 

 本部会においては、「その人らしい働き方

を実現できること」を支えていく地域連携、

及び地域資源の開発の在り方を、地域の就労

支援を行っている多領域、多職種間で検討し

ていく。地域の特色を活かした地域の実情に

応じた支援体制の確立を共通の目的とした会

議に発展させたい。 

 

【各委員からの現状報告及び意見交換】 

○橋本委員 雇用情勢については、国及び東

京都から発表されている数字とハローワーク

足立管内の傾向はほぼイコール。とくに精神

障がい者の雇用の伸びが著しい。ハローワー

クあだち管内の実雇用率は都内でも有数に高

い。企業が積極的に障がい者を雇用している

といえる。今年度の障がい者を対象とした全

都の面接会では、集客は尐ないものの、２次

選考、３次選考に進むスピードが速く採用数

は多かった。 

一方で、定着支援が大きな課題である。就

職しても短期で辞めてしまう方が多いため、

今年度は、支援機関につないでいくことに力

を入れている。ハローワークの職員も直接企

業に出向き定着支援を行っているが、さらに

支援機関の活用をはかりたい。就労定着があ

って初めて我々の仕事が完結となるとの思い

がある。 

○金泉委員 定着支援においては、職場訪問

がとても重要。以前は、ハローワークに知的

障がいを担当とする職業相談員がいて、知的

障がいのある方の職場を訪問してくれていた。

親としてはそのようなかかわりがあるのはあ

りがたかった。 

○橋本委員 ハローワークには、企業を担当

する職員として、雇用指導官と共にこれから

雇用し始める企業に働きかける立場の者と、

定着支援を担当する者とがいる。ハローワー

ク職員のそれぞれの担当業務は、設置要綱に

基づきコーディネーター、ナビゲーター等の

呼称も含め、細かくわかれている。 

○宮田委員 ハローワークを経由して就職し

た者全てが、ハローワークの定着支援の対象

となるのか。 

○橋本委員 企業や本人から連絡があった場

合、又は課題を把握している場合に職場訪問

等伺っている。支援機関がついていない方に

定着支援をする場合が多い。ハローワーク単

独で定着支援を行っていく中で、課題感が大

きい場合は、支援機関にリファーをし、何ら

かの形でつなぐようにしている。 

○橋本部会長 家族やハローワークの雇用の

支援の立場からは、定着支援の重要性が再認

されていることや、支援機関へのリファーを

どうしていくかの話があった。教育ではどう

か。 

○杉岡委員 本校は、幼稚部から高等部普通

科、専攻科まである学校。東京のろう学校と

しては大学を目指す場合は中央ろう学校への



進学を進めており、そこで、中高一貫の６年

間教育を受け大学を目指す形をとっている。

よって葛飾ろう学校高等部には、大学を目指

す生徒は尐ない。聴覚障がいが主で、知的に

障がいのない生徒は、就職をめざして、５つ

の職業分野の専門教育を学び就職していく。

近年は、聴覚障がいと知的障がいを合わせ持

った生徒が増えている状況がある。 

聴覚障がいが主で知的に問題がない生徒の

場合、社会に出るときに課題になるのがコミ

ュニケーションである。学校内では、手話等

を通じて生徒同士で不自由なくコミュニケー

ションをとることができるのだが、社会に出

ると手話が通じない環境になる。手話といっ

ても、日本手話や日本語対応手話等様々で、

教員ですら、生徒一人ひとりのコミュニケー

ションの実態をよく見ていないとうまく通じ

ないということもある。社会に出てからの就

労の場ではさらに厳しい状況がある。仕事そ

のものはできても、会議の内容の理解が困難

であるとか、言いたいことが言えない、休憩

時間の雑談でうまくいかない等々がある。こ

うしたことから仕事が楽しくなくなり、辞め

てしまうことがある。 

 知的障がいを合わせ持つ生徒については、

中学部から高等部に上がる際に進路支援につ

いて悩む。ろう学校の高等部に進めば、今ま

で通り手話を使用し、友人とコミュニケーシ

ョンをとることができるが、ろう学校は学区

がないため、いろいろな区からいろいろな方

が入ってくる。そのため、教員や生徒・家族

は各区の地域資源や福祉の状況をよく個別に

確認する必要が生じて来る。また、ろう学校

ではなく、地域の知的障がいの特別支援学校

を選択した場合は、手話が通じないため、友

人と話ができず、担任としかコミュニケーシ

ョンがとれないという問題が起きてしまう。 

聴覚障がいの方の就労の課題としては、職

場でのコミュニケーション、そして、困った

ときに地域の福祉支援につながった経験がな

いことにより、地域機関への相談のハードル

が高くなってしまっていることである。いず

れも、新しい人間関係を構築していくことの

困難さがある。こうした課題を踏まえ、就労

の段階で地域の支援機関や福祉事務所につな

ぐ対応をとっている。 

○橋本部会長 就職する際に、企業側に伝え

ることや工夫していることなどはあるか。 

○杉岡委員 今述べた課題となることは、授

業で生徒にも伝えている。また、企業側にも

同じことを伝えている。配慮されるばかりで

なく、自分自身の力を十分に発揮して欲しい

ので、企業へは、一人ひとりの得意分野をお

伝えするようにしている。 

○事務局（就労促進訓練係長） 本日、足立

特別支援学校の朝倉委員が欠席であるため、

はたらく部会にあたり、足立特別支援学校の

進路専任より事前に報告いただいた内容をお

伝えする。 

一点目は、「卒業（就労）時の準備不足の

解消」について、知的障がいは、見た目に障

がいがわかりにくいため、就労先で高度な業

務が求められがちである。また、保護者の意

識としても、社会につながり、働いてほしい

という意識が高く、働く内容をより高く求め

てしまう傾向があるように思う。その一方で、

保護者の子どもを巣立たせる準備がまだまだ

整わず卒業してしまう側面もある。企業側に

関しては、本社は採用したいが、現場では準

備が整っていないという現状もある。 

こうした、本人に合っていない仕事の要求

や、保護者や企業の就労についての準備不足

を解消するために、本校の方針としては、実

習を丁寧に行い、生徒、家族、企業に働きか

けていきたいと考えている。 

 二点目は、「卒業後の余暇活動の課題」で



ある。在学中は、生徒約１５０名中５０名く

らいは利用している放課後デイサービスや部

活動もあったが、卒業後の余暇活動は尐ない。

趣味があっても、本人たちがそうしたことを

生活に組み込んでいく術を見つけられていな

いという課題がある。 

○橋本部会長 お話しいただいた共通点とし

て、障がい特性にあわせた仕事をどうすすめ

るかということと、企業側の受け入れの課題

がある。また、余暇については、後程アンケ

ート結果を示して、お話ししたい。次に雇用

の立場からお話しいただきたい。 

○近藤委員 社会福祉協議会で、Ｊステップ

として現在、知的障がいの方を作業員として

２６名、援助者を１０名雇用している。Ｊス

テップの発足した平成６年当時は、知的障が

い者の雇用企業も尐なかったが、現在は拡大

しており、発足当初の固有の意義は薄れてい

ると感じている。部会での意見交換を、今後

の参考にしていきたい。 

○橋本部会長 障がいのある方を雇用する立

場として、本日欠席の川俣委員からも事前に

伺ったところ、長く働き続ける中での課題、

高齢になったときの対応などが課題としてあ

げられている。就労支援機関の立場での課題

はどうか。 

○松村委員 就労機関の立場からの課題とし

て、精神障がいの特性としての就労の不安定

さという課題がある。Ｂ型事業所の工賃を、

時間給でお伝えすると高く、凄いと思われる

が、月給で提示すると、低くてそれなりの状

況である。精神障がいの方は、安定・継続的

に作業することが難しい場合が多い。 

 就労移行支援に関して、とある事業所のホ

ームページを見ると定着率が約８０％とあり、

凄い、と感じる。１年間だと７０～７５％。

実は、本事業所も同じくらいではある。離職

の状況をみたときに、一般の方、健常者は、

仕事を辞める方はいても、働くこと自体を辞

める方は尐ない。しかし、障がいのある方で

は、働くこと自体を辞めてしまう方がいる。

働くことを辞めた方が、そのあとに地域でど

んな生活をしていくのか、という視点が大事

になっている。 

精神障がいの特性として、自分のことを整

理したり、計画的に考えたりすることが苦手

な方がいる。これまで、就労移行支援事業所

から正社員就労は１名しかいない。ほとんど

の方は時間給である。そのくらい正社員での

就労はハードルが高いが、逆に言うと、どん

なにハードルが高くても、正社員になるため

の道があるかないかという点では大きな違い

がある。その方が正社員になれた理由として

は、生活面、就労面で、自分の働く理由等を

一緒に整理する、定期的に見ていくことが有

効であった。 

これから障害者総合支援法の就労定着支援

に人員を当て、取り組んでいくが、生活面は、

定期的な職場訪問だけでは、把握しづらいと

感じる。また、就労定着支援の月１回の職場

訪問を３年間続けるのは、人員体制としての

課題もある。 

 長い就労生活の定着支援のあり方としては、

仕事を辞めても尐し休んだら転職できる環境

や、その方が安心できるための支援チームや

ＯＢ会等の帰れる場所に加えて、その方が主

役として活躍し、厳しいことも言い合えるよ

うな関係でいられる場所が、地域にあると良

いと思う。 

○岡本委員 就労に関してたくさんの問題意

識がある。竹の塚ひまわり園も４事業行って

いるが、事業展開を考えると就労移行支援が

非常に難しい。当初、就労移行は、２４名定

員で始めたところだが、この１０年、利用定

員に対する欠員の年度毎のばらつきが激しく

なり、今年度から定員を１２名に減らしたと



ころである。就労移行支援を辞めることを含

めて障がい福祉課と協議したこともあった。

足立区は、就労継続Ｂ型のつなぎとして、就

労移行支援事業を運用して来たが、新卒者の

就労に絡む環境が近年激変したと感じている。

実雇用率をみてもしかり。特別支援学校での

就職にむけた体制やコースも出来ており、今

後、足立区の中でＡ型等も含め、就労移行支

援という仕組みをどういう位置づけで落とし

込んでいくのか、事業者としての経営を考え

たときに深刻に考えざるを得ない。 

 私も立ち上げの準備に携わった「Ｊステッ

プ」は、足立区が知的障がい者の就労の場を

検討し、ひとつの方法として始めたものであ

る。それから２０数年経ち、事業の役割を見

直す時期に来たと思う。雇用環境の激変で、

Ｂ型や生活介護も含め、今後事業所がどうい

う方向にいくのだろう、と考える。 

 知的障がい者の大学を標榜する就労移行や

自立訓練事業の実践のように、ゆっくり就労

の準備をする、という方向性も考えられる。

健常者では２４歳、２５歳まで、就職しない

方がいる中で、なぜ障がい者は、すぐに就職

しなくてはいけないのか、と個人的に思うこ

ともある。知的障がい者のライフサイクルを

考えたとき、働き方や、青年期の過ごし方の

多様性や価値観を一度立ち止まって考えた方

がよいと思う。 

○橋本部会長 狭義の就労支援は充実してい

る一方で、働くことをどう生活面で支えるか

を、運営上の課題なども踏まえて考えていく

必要がある。働くことをどう生活面で支える

か、ということも、酒井委員からお話しいた

だければと思う。 

○酒井委員 私共の法人は就労移行や就労継

続支援から就職者を出していて、就職後の定

着支援も行っている。近年の課題として、生

活面や職場環境の変化などで、長く就労継続

して来た就労者が離職している傾向がある。

就労から短期であれば出身事業所の支援員と

のつながりもあるが、だんだん関係性が薄く

なったところで、対応が必要になる方が出て

きている。定期的な集いの場もあるが、そち

らのみでは対応が不十分な現状がある。 

 また、近頃は、在宅就労が増えている。在

宅就労に向けて一定の訓練を行っているが、

通所している間は支援者とのつながりがあっ

ても、在宅就労後は関係者とのつながりが薄

くなるという課題がある。通常、出社して育

っていくコミュニケーションが、３６５日家

にいる方には不足しており、その点で、働く

ことへの意味をもてなくなってしまう。働い

ている方やその家族が集える場の必要性を感

じている。 

 特に就労継続Ｂ型についてだが、障がいの

重複化により、働く面だけでなく、生活面で

の関わりの必要性を感じる。例えば、視覚障

がいの方の場合、訓練制度は様々あるが、通

所が出来たあと、その上での生活面の環境変

化に十分に対応できないところがある。グル

ープホームでは、支援者の目があるが、自宅

から通っている方は、援助が入いらない。そ

のため、就労支援の事業所だけではカバーで

きない点を補う制度等あると良い。 

○山口委員 現在、グループホームのサービ

ス管理責任者として、直接支援をしている世

話人へのサポートと利用者の個別支援計画作

成等のバックアップをしている。法人のグル

ープホームは２４棟、１１０名の利用者が在

籍しており、私は６ヶ所２８名の担当をして

いる。 

 就労状況について感想を述べさせていただ

くと、求人側と求職側の理解不足によるミス

マッチは感じている。「就職できました」の

報告後、約半数の利用者から相談がくる。相

談内容は人間関係が主である。様々なハラス



メントの相談が多く、支援者側もどのような

サポートをしていくか日々試行錯誤している。

支援者の立場として、就労支援機関の職員や

ハローワーク職員に相談したり、計画相談に

も就職状況等を伝え助言を求めたり、利用者

がＳＯＳを出せる場の確保に取り組んでいる。

利用者は、世話人に対して家族のような親近

感があり、心配させたくない気持ちから我慢

して、悩み言わないことがある。なので、言

い出したときには悩みが大きくなっていて、

問題解決が難しくなっている状況がある。Ｓ

ＯＳが察知できる環境づくりに取り組んでい

る。 

 また、企業が採用する際は、本社が主体で

あることが多い。雇用契約を結んだ本社側と

仕事する現場側とでギャップが生じているこ

とが多々ある。利用者の情報を現場レベルま

で落とし込めていないことから理解不足があ

り、それによる課題が発生している。グルー

プホームの支援者として、実情や課題等を書

面化し、就労支援機関に相談し、企業側に発

信したことで解決に至ったケースがあり、こ

うした取り組みが有効と感じている。 

 実例として、長年、飲食業に勤めていた方

が、店長の話し方、態度が合わず職場に行け

なくなったケースがあった。現状が見えない

ときはどうしても、支援者含め周囲は、「頑

張りなさい」という声かけをしてしまってい

た。さらに会社に行けない状況は続き、退職

してしまった。その後、失業給付や様々な関

係機関の支援を受けて、その方は、再就職に

至ることができた。再就職への支援過程で、

利用者の意向を踏まえた結果、再就職先では、

勤務時間を増やし、給与も転職前の倍近くに

なった。単に就労継続ありきでなく、利用者

の意向に沿った支援をすることの大切さを再

認した事例である。 

 こうした実例を踏まえて、就労支援をする

上で、本人が、「こういう会社でこんな仕事

をしていきたい」と言ったら、実習ができる

ように、その企業に働きかけることにしてい

る。そのようにすることで、仮に実習がうま

くいかなかったとしても、利用者が納得した

形で次の支援に移れるようになると考えてい

る。可能性が尐しでもあればその可能性を大

切にして支援にあたりたいと思っている。 

 現在、担当している大田区での支援では、

就労者の「たまりば」やネットワークの存在

が大きい。「たまりば」では、毎週金曜日の

夕方に利用者が気軽に支援センターに立ち寄

って、お茶や食事、雑談などをしている。仕

事をする上でこのような余暇も大事。実際に

この「たまりば」のために仕事を頑張ってい

る利用者もいる。就労後の定着支援が課題と

あがっている中で、こうした事業も参考に取

り組んでいければと思う。 

 ネットワークの実践では、大田区障害者就

労促進担当者会義の活動が大きい。毎月第２

火曜日に支援者が集う、４０年以上継続して

いる会で、学校関係、企業等、年を追うごと

に参加者が増えている。こうした中での情報

を頼りに、実際に退職するか迷っている利用

者に、「こういう仕事もあるよ」と提案する

等、様々な情報共有が図れている。今後、足

立においてもこのような組織を検討しても良

いと思う。 

○橋本部会長 それぞれの立場から、共通し

ていた点として、働いた後のサポートの課題

があがっていた。また、雇用の入り口のとこ

ろでは、求人側と求職側のミスマッチ、企業

側に理解してもらうために支援機関がどうい

う伝え方をするかなども必要な視点であるこ

とがわかった。 

 ご協力いただいたアンケートの結果と補足

資料について、事務局より補足ください。 

○事務局（就労促進訓練係長） アンケート



については資料を参照ください。また、アン

ケートから抽出したトピックに関する説明、

先駆事例等の資料を委員に配布させていただ

いた。配布内容は、「ソーシャルワークとし

ての就労支援」、「企業の取り組み事例から

見えてきた雇用のメリット、仙台四郎さんの

話」、「障害者雇用事業主への表彰制度やソ

ーシャルファームについての東京都施策資

料」、「ペアレントメンターのリーフレット」、

「大学をイメージした就労移行・自立訓練の

事業所のリーフレット」、「 働く障がい者

の高齢化に対応する生きがいのある働き方に

ついてのＫ区の実践資料」、「Ｏ区における

就労者の集まり及びネットワークの実践につ

いての資料」、「 就労者のセルフケア、職

場でのラインケア、支援機関の対応のための

ツールとして障害者職業総合センターの情報

共有シートの試み」、「 準ずる教育課程の

用語説明資料」、「手話使用をめぐる手話言

語条例の制定地域に関する資料」である。 

○橋本部会長 企業に障がいの理解を伝える

ときに、「仙台四郎さん」の紹介をすること

があり興味を持ってくれる方も多い。法律や

制度だけではなく、企業が前向きに雇用を考

えるために、障がいのある方の強みを伝えて

いく方法を地域で検討していきたい。 

○岡本委員 アンケートにあるが、障がい者

雇用の表彰制度は、有効か。どのような手ご

たえがあるか。 

○橋本部会長 企業のモチベーションアップ、

表彰することで企業のブランディング効果に

つながる。 

○岡本委員 足立区でも実施していた時期が

ある。表彰対象がどうあるべきか部会等で取

り上げるのも効果的か。 

○オブザーバー（障がい福祉施策推進担当係

長） 現在、価値観が大きく変わってきてい

ることを踏まえ、 障がい者計画等を策定し

た。就労継続についての話が出たが、仕事を

辞めないこと以上に生活の充実が求められる

ようになっていると感じる。 

余暇に関して、足立区では、オリンピック、

パラリンピック開催に伴い、障がい者スポー

ツに力を入れている。オランダから障がい者

スポーツの指導員を呼び、事業所の支援員と

スポーツ指導について勉強した。オランダの

指導員からは高い評価をいただき、秋にも開

催する予定。 

 就労移行支援事業については、足立区にお

いて事業所数が多くなった。足立区は、障害

者総合支援法の基本理念と枠組に則り、学校

を卒業して直接に就労継続Ｂ型に行く仕組み

を作ってはいない。この就労移行支援事業に

おいて丁寧に就労支援しつつ、進路決定して

いく方針については、特別支援学校側からも

高く評価をいただいている。今後も継続して

いく。 

私見ではあるが、知的障がいの１８歳の方

全員が就職するばかりでなく、多様な進路の

選択肢は必要であると感じる。就労移行や自

立訓練を利用したモラトリアム期間の確保も

効果的だとも考える。 

就労を支える支援者の人的資源については、

相談支援事業所の充実も考えていくべきだと

考えている。事業所の数は整ってきているが、

質の充実を図っていきたい。 

○事務局（就労促進訓練係長） 自立支援協

議会本会議から、各専門部会の検討課題とし

て２点が挙がっている。 

（１） 地域生活拠点の整備について 

（２） 切れ目ない支援の仕組みの「切れ目」

について各部会にて考えていくこと 

○橋本部会長 様々な視点での課題、次回に 

向けて、検討課題も出された。本日の議事は 

ここで終了とする。次回も有意義なものにし

たい。１２月の第２週で調整予定



 


